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研究要旨： 

 多くの災害対応検証報告書が公表されており、これらを有効に活用し、防災政策やリス

クアセスメント等に活かすことが必要である。そこで本研究の目的は、災害対応の検証報

告書をデータベース化し、これを比較分析できる環境を整備することである。本研究では

過去の災害対応の検証報告書を分析する基礎的なデータ基盤を構築した。その結果、過去

の災害時の課題を抽出できる環境を構築することで、オールハザード・アプローチによる

公衆衛生リスクアセスメント及びインテリジェンスを実現するための基礎的なデータ分析

の環境が整備できたと考えられる。今後の課題としては、そもそもどの自治体がどのよう

な検証報告書を発表しているのか、その調査を効率的に実施することが必要である。  

 

 

Ａ．研究目的 

現在、災害対応の課題について、多くの検

証報告書が公表されている。その検証の目的

は、様々であるが、課題を抽出し、その後の

対応策や改善策を検討し、防災政策に生かす

ことが趣旨である。 

しかし、これらの災害対応の検証報告書

は、検証の視点、検証体制、目次などが異な

り、公表されている検証報告書もその構成が

統一されておらず検証報告書間を比較分析

し、どのような課題の傾向があったのかな

ど、災害を比較しながら分析することは容易

ではない。 

また自治体の WEB サイトで、PDF 形式で公

表されているため、これらをデータベース化

し検索するなどのシステム化もできていな

い。そのため過去の災害で公衆衛生上、どの

ような課題が共通としてあったのか、何が特

徴的な教訓なのかを、オールハザードで容易

に抽出できない。 

そこで本研究では、災害対応の検証報告書

をデータベース化し、これを比較分析できる

環境を整備することを目的としている。これ

により、オールハザードで過去の災害対応の

課題を容易に抽出することで、事前の防災政

策に活用することを目指している。 

本研究では過去の災害救助法が適用された

いくつかの災害を対象としてそこで公表され

ている検証報告書を取り扱うことにした。 

 

Ｂ．研究方法 

 災害対策業務としては、自治体の対応を中

心に考えると 47 種の災害対策業務に分類で

きる（表 1）。本研究では、この中で、17.

緊急・救助活動、18.捜索活動・遺体安置

等、19.医療救護活動、20.保健衛生・心のケ

ア・栄養管理 22.避難所避難生活支援、24.

要配慮者・ジェンダーインクルーシブなど、

特に健康安全に関係しているものを課題とし

て抽出した。 

 対象とした災害は、近年で災害救助法が適

用された災害で、検証報告書が公表されてい

る自治体である。 

 調査は、インターネットで検索し、災害救

助法が適用された自治体にアクセスし、検証

報告書が公表されているのか確認した。 

（倫理面への配慮） 
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 政策課題を扱う研究であり該当しない。 

 

表 1 47 種の災害対策業務 

分野 分類 47 種の災害対策業務 

1. ガバナンス/ 

組織運営 

1. 組織行動と意思決定 

1. 災害対策本部の設置・運営 

2. BCP の策定と発動 

3. 復旧・復興計画の策定・運用 

4. 視察等要人対応・議員対応 

2. リソースマネジメント 

5. 職員の安否確認・動員・管理 

6. 地域住民との連携・防災教育 

7. 行政・民間企業の相互応援 

8. 自衛隊・警察・消防など専門機関 

9. ボランティア団体・NPOなど連携・調整 

3. 空間・機能配置 10. 土地利用の検討・災害空地の管理 

2. 災害情報 

1. 災害情報マネジメント 

11. 通信機能の確保・復旧 

12. ハザード情報の収集・分析・伝達 

13. 避難情報の発令 

14. 被害情報の収集・分析・報告 

2. 広報コミュニケーション 
15. 住民への広報コミュニケーション・マスメディア対応 

16. 相談窓口の設置・運営、電話対応 

3. 救助・災害 

医療支援 

1. 救助・救護支援 
17. 救急・救助活動 

18. 捜索活動・遺体安置等 

2. 医療・衛生支援 
19. 医療救護活動 

20. 保健・衛生・心のケア・栄養管理 

4. 避難・ 

被災者支援 

1. 避難行動支援 

21. 避難行動支援・帰宅困難者対策 

22. 避難所・避難生活支援 

23. 物資の調達・供給 

2. 被災者支援 

24. インクルーシブな支援 

25. 義援金の受付・配分 

26. 各種生活再建支援・災害見舞金・税緩和 

5. 地域 

再建支援 

1. 住宅再建 

27. 応急危険度判定の実施 

28. 住家の被害認定調査の実施 

29. 罹災証明書の発行 

30. 応急仮設住宅・公営住宅の借上げ 

31. 公的な住居修理・解体の対応 

2. 地域コミュニティ確保と発展 
32. 文教施設の対応、応急教育 

33. 公共施設等の被害状況把握・復旧 

6. 社会基盤 

システム再建 

1. インフラ・交通・警備 

34. 道路施設の被害状況把握・復旧 

35. 警備・交通規制対応 

36. 公共交通機関の被害・運行状況把握 

37. 山地・河川・海岸施設の被害状況把握・復旧 

2. ライフライン 

38. 水道施設の被害状況把握・復旧と応急給水 

39. 下水道施設の被害状況把握・復旧 

40. 電力・ガス・通信等施設の被害状況把握・復旧 

41. 危険物施設の状況把握・安全確保措置 

3. 廃棄物と資源循環 42. 災害廃棄物の処理 

7. 社会経済 

活動回復 

1. 財政・金融など法体系 

43. 災害救助法等の災害関連法令の事務 

44. 財源の確保・基金の活用・災害関連の出納 

45. 財政・金融関連の措置 

2. 産業確保 
46. 被災企業・事業者・産業の状況把握・支援 

47. 農地・農業・家畜・漁業の被害状況把握・復旧  
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Ｃ．研究結果 

 本研究では、23 種類の災害を抽出した

（表 2）。対象とした災害について、検証報

告書を整理するために調査シートを作成し、

内閣府の災害救助法関連の情報、自治体が発

行している検証報告書のアドレスなどの基本

情報を整理した。 

その結果、平成 28 年熊本県熊本地方の地震

（表 4）と台風第 15 号に係る災害対応検証 

最終報告（表 5）に示すように、各課題につ

いて、その課題の分類内容をタグ付けするこ

とにより各災害でどのような課題があったの

かを比較分析し、教訓を抽出することができ

るようになった。 

熊本地震で指摘されている課題としては、

次のようなものがある。町職員が、福祉避難

所に避難すべき要配慮者、住民が福祉避難所

について理解しておらず、避難所の開設が遅

れた。誰が何についてどういった責任を持っ

て動いているのかを明確に示したものが無か 

ったため、外部応援や内部の他部局と連携を

取る際に混乱が生じた。町の避難所対策ＰＴ

は庁舎１階にあり、外部応援部隊は３階を活

動拠点としていた。物理的に離れていたこと

から、同じ避難所運営業務に携わっているに

も関わらず、なかなか情報共有が進まず、同

じ業務を同時に並行して行う等、効率が悪く

連携が取れていなかった。避難所担当者の

様々な疾病等（感染症、食中毒、アレルギ

ー、エコノミークラス症候群）に対する知識

が不足していた。また、ペットの取り扱いに

ついて、明確な取り決めがなかったので、判

断できなかった。エコノミークラス症候群を

発症する避難者が発生した。歯磨きをする

際、適切な水場の確保ができず、不衛生な状

況だった。栄養バランスに偏りがある食事が

供給された。食品の衛生管理については、適

切な温湿度管理、スペースが困難だった。炊

き出しについては、生ものや水物（氷菓等）

を提供する団体があり、規制が困難だった。

避難所における食品、水の備蓄管理が徹底さ

れていなかった。 

 これらの課題は、地震だけに限らず他の災

害でも共通の問題である。このように災害時

の課題を容易に抽出できることで、オールハ

ザード・アプローチによる公衆衛生リスクア

セスメント及びインテリジェンスを実現する

ための基礎的なデータ分析の環境が整備でき

たと考えられる。 

 

表 2 対象とした災害名 

ハザード 災害名 

地震 平成２８年熊本地震 

地震 令和４年福島県沖を震源とする地震 

地震 
平成 30 年北海道胆振地方中東部を震源とする地
震 

地震 平成 28 年鳥取県中部地震  

暴風 令和元年台風第 19 号に伴う災害 

豪雨 平成 30 年 7 月豪雨による災害 

豪雨 令和４年台風第 14 号に伴う災害 

豪雨 令和４年８月３日からの大雨による災害 

豪雨 令和４年７月１４日からの大雨による災害 

豪雨 令和３年８月１１日からの大雨による災害 

豪雨 
台風第９号から変わった温帯低気圧に伴う大雨によ
る災害 

豪雨 令和３年７月１日からの大雨による災害 

豪雨 平成２７年９月関東・東北豪雨 

洪水 令和 3 年 7 月 1 日からの大雨による災害 

洪水 令和４年台風第 15 号に伴う災害 

洪水 平成 29 年台風第 21 号に係る災害 

噴火 平成２７年口永良部島（新岳）噴火に係る災害 

土砂 令和４年山形県鶴岡市の土砂崩れ 

土砂 令和３年長野県茅野市において発生した土石流 

土砂 令和３年新潟県糸魚川市における地滑り 

豪雪 令和５年１月 24 日からの大雪による災害 

火事 島根県松江市における大規模火災にかかる災害 

火事 令和３年栃木県足利市における大規模火災 
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表 3 検証報告書の調査シート 

 
 

表 4 平成 28 年熊本県熊本地方の地震 

 

 

表 5 台風第 15 号に係る災害対応検証 最終報告 
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Ｅ．結論 

  

本研究では、災害対応の検証報告書をデータ

ベース化し、これを比較分析できる環境を整

備することを目的として、過去の災害対応の

検証報告書を分析する基礎的なデータ基盤を

構築した。 

その結果、過去の災害時の課題を抽出でき

る環境を構築することで、オールハザード・

アプローチによる公衆衛生リスクアセスメン

ト及びインテリジェンスを実現するための基

礎的なデータ分析の環境が整備できたと考え

られる。 

今後の課題としては、そもそもどの自治体

がどのような検証報告書を発表しているの

か、その調査を効率的に実施することが必要

である。 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

特になし 

２．実用新案登録 

特になし 

３．その他 

特になし 
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